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第一次石油危機と呼ばれる中東石油の異常事態が始まった年の翌年,昭和49年に

通商産業省工業技術院の新エネルギー技術開発プロジェクト｢サンシャイン計画+が

発足した｡以来10年が経過したことになる｡したがって,この10年を回顧し,新エ

ネルギーなどの技術開発の現状,及び今後の展望を概説した｡

本報では,まず第一次石油危機以前の高度成長期で,エネルギーが問題になって

いたことを想起し,サンシャイン計画発足前後のこ状況について述べる｡次いで,｢サ

ンシャイン計画+及び｢ムーンライト計画+などへの参加を通じて,日立製作所が行

なってきた新･省エネルギー開発の主な事項について概説するとともに,今後の展

望に触れる｡

l】 緒 言

我が国で,クリーンな石油代替エネルギーの開発を目的と

したナショナル フロロジュクト｢サンシャイン計画+が発足し

たのが昭和49年であり,それから10年が経過した｡

第一次石油危機と時期を同じく して開始されたこのエネル

ギー技術の開発70ロジュクトは,1978年からの第二次石油危

機によって開発の加速が要請され,OPECJ京子由価格の上昇と

ともに開発への期待が大きくなった｡しかし,バーレル(159J)

当たり34米ドルという高原油イ軒格は世界経i斉を不況に陥れ,

石油消費量の減少をみるに至った結果,昭和58年3月には29

米ドルまで値下げせざるを得なくなった｡これらの推移は,

石油代替エネルギー開発にも反映している｡

サンシャイン計画発足10年を機会に,なぜエネルギー新技

術の開発が必要とされたかを回顧する｡次いでサンシャイン

計画,ムーンライト計画などへの参加によって,日立製作所

が実施してきた主な技術開発を紹介し,現時点で,将来の方

向がどのように考えられているかについて略述する｡

凶 エネルギー新技術の要請

2.1高度成長と石油危機

1960年代の我が国でのエネルギー消費は,経済の高度成長

と国民生活水準の向上に伴って著しく増大し,1960年から

1971年にかけては年平均12%,10年で約3.5倍の伸び率を示し

ていた｡この傾向は図=)にみるように,ひとり我が国だけ

にとどまらず先進諸国に共通した現象であった｡

歴史的にも例をみないこのエネルギー消費の増大は,人々

に｢エネルギーの将来はどうなるか｡+という疑問をいだかせ

るとともに,社会的には環J尭問題が現実のものとなり,国土

の狭い我が国では,先進諸国に先駆けて環境対策技術の開発

が要請された｡この時期に,世界的な影響を与えたのがロ■-

マタラブの活動であり,その最初の成果｢成長の限界2)+は,

今日でも評価される報告であろう｡

このエネルギー及び環境に対する問題意識が高まりつつあ

った時期に勃発した第四次中東戦争(1973年10月)を契機とし

て,これまでの高度成長を可能にしてきた石油の環境が一変

し,図23)･4)にみるように原油価格は急昇した｡今日第一次
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石油危機と呼んでいる期間での原油価格の高騰は,高度成長

を続けていた世界経済に大きな衝撃を与え,我が国では｢石

油ショック+として社会的にも種々の影響を受けたことは,

10年を経た今日でも記憶に新たなものがある｡

2.2 新エネルギー開発計画の発足とその経過

米国でのエネルギー消費の増大は,1970年ごろから国内天

然ガス供給の不足,石油輸入の増大を招き,従来エネルギー

の自給を誇っていた米国の危機感となった｡ニクソン大統領

は1973年4月エネルギー教書を発表し,その中で新エネルギ

ー技術の開発,国内エネルギー資き原の開発促進を国策として

進めることを表明した｡

一方,我が国では,昭和48年8月に通商産業大臣が産業技
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ネルギー消丼が士■大したが,特にイタリアと我が国のJ書加が著しかった｡
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術審議会に｢環]尭保全及び将来予想されるエネルギー危機の

回避に資するエネルギー技術の開発をいかに進めるべきか+

を諮問し,同年12月,産業技術審議会は太陽エネルギー,地

熱エネルギー,石炭ガス化･液化,水素エネルギーなどの開

発を行なうべきこと,及びこれら新エネルギー技術開発の推

進体制について答申5)を行なった｡この答申が,昭和49年度

から通商産業省工業技術院のサンシャイン計画へと発展し,

今日に至っている｡

続いて,1978年末のイラン革命に端を発した中東の新たな

動きによって,J京油価格は再び大幅に引き上げられる第二次

石油危機と呼ばれる事態を迎えたため,通商産業省は昭和55

年｢石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律+

を制定するとともに,同年新エネルギー総合開発機構を設立

して,サンシャイン計画による新エネルギー開発を促進する

こととなった｡

第一次石油危機以降の相次ぐ原油価格の高騰は,産業界は

もとより各家庭に至るまで大きな影響を与え,直ちに実行で

きる省エネルギーが取り上げられた｡省エネルギーは,すべ

ての分野で行なわれたといっても過言ではない｡通商産業省

工業技術院では,昭和53年度にそれ以前から進められていた

廃熱利用技術システム,MHD発電(電磁流体発電)などを統合

し,新たに高温ガスタービンの開発を加えて｢ムーンライト

計画+を発足させ,大型省エネルギー技術の研究開発が開始

された｡昭和55年からは新形電池電力貯蔵システム,燃料電

池発電技術の開発が加えられている｡

臣l 日立における新エネルギー技術の開発

3.1 サンシャイン計画への参加

日立製作所は,サンシャイン計画の発足当初からこの開発

計画に参加してきたが,昭和55年にはエネルギー開発推進本

部を設置し,全社的な課題としてエネルギー新技術の開発に

取り組んでいる｡ここでは主な経過について略述する｡

3.2 太陽エネルギー技術

サンシャイン計画では,太陽熱発電,太陽光発電及び太陽

熱冷暖房などのプロジェクトが推進されている｡日立製作所

は,太陽熱発電及び太陽光発電のプロジェクトに,発足当初

から参加した｡太陽熱冷暖房に関しては,昭和55年度から開

始された産業利用システムの開発に参加し,染色工場用カス

ケーデイングヒート70ロセスの開発を進めている｡
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図2 中東原油公示価格の推移 1960年代l.8‡/バーレルの中東原油

(アラビアンライト)価格は,第一次.第二次石油危機を経て34$/バーレルに達

Lたが,1983年3月29$/バーレルに値下げせざるを得なくなった｡

図3l′000kW太陽熱発電プラントの全容 手前のスタンド群が,

日立製作所担当の曲面集光式l.000kW太陽熱発電プラントで.上方円形が三菱

重工業株式会社手旦当のタワー集光式l,000kWプラントである｡

(1)太陽熱発電システム技術

日立製作所では,曲面集光式太陽熱発電システムの開発を

担当した｡このシステムは,平面鏡･曲面鏡集光器,溶融塩

蓄熱器などを特徴とするシステムである｡要素技術開発を経

て,昭和53年から香川県仁尾町に1,000kWパイロットプラン

トが建設され(図3),電源開発株式会社により運転研究が実

施されたが,昭和58年度をもって完了する予定となっている｡

(2)太陽光発電システム技術

太陽電池を使用する太陽光発電の開発は,まず太陽電池の

高効率化,低価格化への基礎研究から開貴台され,日立製作所

もこの70ロジュクトに参加した｡昭和56年度からは,結晶形

太陽電池を年間500kW製造する実証設備の開発に参加し,イ

オン打込みによる乾式pn接合形成技術を特徴とする太陽電池

製作工程の開発,及びパネルの自動組立て工程の開発に参加

している｡

昭和56年度からは,太陽光発電利用システムの開発が新エ

ネルギー総合開発機構のプロジェクトとして開始された｡日

立製作所は学校用システムの開発に参加し,200kWシステム

の開発-を進めている｡

(3)ソーラーシステム

太陽熱を利用して家庭用給水を加熱し,給湯,暖房及び冷

房に使用するソーラーシステムは,サンシャイン‾計画でも取

り上げられ,まず民生用から開始された｡

日立製作所は,昭和30年代末～40年代初期にかけて普及し

た時期に太陽熱温水器を開発,製品化したが,この技術を発

展させて第一次石油危機以降の需要に対応している｡

昭和55年度から,サンシャイン計画で太陽熱の産業への利

用システムの開発が発足した｡日立製作所では,高塩(100-

130℃),中温(60-70℃),低温(40～60℃)の3種類の集熱器

によって子息水を製造し,これを染色工程に利用するカスケー

デイング ヒートプロセスの開発に参加している｡

3.3 石炭エネルギー

(1)高カロリーガス化

日立製作所はサンシャイン計画の発足当初から,石炭･重

質抽ハイブリッド原料の加圧流動層ガス化の開発を進めてき

た｡このプロジェクトでは,昭和54年度から電源開発株式会

社によって,福島県いわき市に7,000Nm3/dのパイロットプラ

ントの建設が行なわれ,日立製作所はこれに協力して完成し

た｡現在,運転研究が続けられている｡

(2)噴享充層ガス化

近年,噴流層ガス化炉が合成ガス発生用及びガス化複合党



電用として注目されるようになってきた｡日立製作所では,

昭和55年から自社研究で噴流層ガス化技術の研究を開始し,

昭和56年には1,000Nm3/d規模の噴流層ガス化PDU(Process

Development Unit)を建設し,これによって基本特性の解明

を行なっている｡また,このPDUの建設を機会に,石炭関係

の基礎研究設備を1箇所に集めてCOTECセンター(Coal

Technology Center)を設立し,石炭関連技術の効率的研究開

発を進めている｡

昭和58年度から新エネルギー総合開発機構で,噴流+層ガス

化技術の開発が多目的ガス化技術として取り上げられた｡日

立製作所はこの研究開発を受託し,大形化技術の検討を開始

している｡

(3)石炭液化要素技術

石炭液化に関連する要素技術として,日立製作所はスラリ

ボン70,すなわちハイドロホイストの開発を進めている｡

ハイドロホイストは,高カロリーガス化プロジェクトでも

ガス化炉への原料スラリの供給装置として採用されているが,

液化プロセスではガス化に比較して高才且,高圧のスラリボン

プが必要となるため,液化プロジェクトの要素開発として高

温,高圧ハイドロホイストの開発を実施している｡

3.4 地熱エネルギー

サンシャイン計画の熱水利用発電プラントの開発に関連し,

バイナリーサイクル発電70ラントの要素技術開発として,昭

和54年度から56年度の3年間にわたり,■ ミスト冷却コンデン

サの開発を担当した｡

ミスト冷却コンデンサの基本特性を明らかにするとともに,

管群構造の一最適化,運転制御法の開発を実施した｡

3.5 水素エネルギー

昭和47年ごろから,クリーンエネルギーとして水素が注目

されるようになった｡日立製作所でも熱化学法による新しい

水素製造サイクルの検討を開始した｡

昭和49年度サンシャイン計画発足とともにこれに参加し,

昭和51年まで日立製作所で考案したヨウ素一炭酸ナトリウム系

サイクルの研究を行なった｡その結果,このサイクルは反応

速度,熱効率の点で,その他のサイクルに劣らぬものである

ことが明らかになった｡しかし,計画が変更になり,この研

究は昭和51年度をもって終了した｡

切 省エネルギー技術の開発

ヰ.1ムーンライト計画への参加

昭和53年度から通商産業省工業技術院の大型省エネルギー

技術の研究開発を対象とした,ムーンライト計画が発足した｡

日立製作所はこのプロジェクトのうち高効率ガスタービン,

廃熱利用システムの2プロジェクトに参加し,昭和55年度か

らは,新たに発足した燃料電池発電技術開発プロジェクトに

参加して,燃料電池の開発を進めている｡また,同計画の民

生機器省エネルギー技術研究開発補助金を′受けて,昭和53年

度からルームエアコン,昭和55年度から冷蔵庫の開発を行な

い,高い省エネルギー目標を達成した｡

4.2 燃料t池

燃料電池は1950年代の後半から米国を中心に開発が進めら

れるようになり,日立製作所では昭和34年から研究を開始し

た｡昭和42年には,アルカリ型燃料電池100Wの試作を実施

し,昭和43年未には500Wアルカリ型燃料電池を製作,顧客に

納入している｡この時期は,また,テレビジョンの中継局建

設期に当たり,液体燃料のヒドラジンを使用するヒドラジンー

空気型燃料電池の要望があり,昭和44年に第1号電池を納入
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した｡この形式の電池は,現在でも市場の要望に応じて製作

している｡

昭和49年には,中部電力株式会社総合技術研究所との共同

研究によって,アルカリ型燃料電池(100W)による交妻充系統並

入試験を実施した｡また同研究所とは,昭和55年にLNG(液

化天然ガス)改質装置付きリン酸型燃料電池(100W)の共同研

究を行なった｡これは,LNG改質装置付き燃料電池の我が国

最初の実験であった｡

ムーンライト計画に参加して実施しているリン酸型,及び

溶融炭酸塩型燃料電池の開発については,本特集で紹介する｡

一方,家庭用電気品,産業用機器などの可搬機器に使用す

る電池として,メタノールを改質することなく直接使用する

メタノール燃料電池が挙げられる｡この形式の電池は,触媒

として白金を多量に使用する点に問題があるが,昭和54年か

ら研究に着手し,白金触媒の低減及び非白金触媒の探究の両

方向から研究開発を進めている｡この電池についても,本特

集で紹介する｡

8 資源再生利用技術の開発

1960年代の高度成長は,産業廃棄物と都市ごみの増大をも

たらした｡昭和48年度に発足した通商産業省工業技術院の大

型プロジェクト研究｢資源再生利用技術システム+では,各

種の技術開発が取り上げられたが,日立製作所では,

(1)都市ごみ中の可燃物を対象とした流動熱分解技術の開発

(2)都市ごみ中の厨芥を対象とした嫌気性消化技術の開発

(3)磁場を利用した有価金属回収技術の開発

の3課題を担当した｡(1)及び(2)の技術開発は,その後昭和51

年度から発足した大型70ロジュクト｢エネルギー回収型プロ

セスシステムの研究開発+に採用され,パイロットの段階ま

で進展した｡本特集では,その成果について報告する｡

有価金属回収技術は,自動車や家庭用電気品の金属廃棄物

中から非磁性金属を回収する技術である｡本研究開発では,

渦電流力及び磁性流体を応用する装置を開発し,特性的には,

ほぼ実用化レベルの回収率及び純度が得られることを実証した｡

田 その他のエネルギー

6.1石炭関連新技術

石炭に関連する新技術として,石炭中に含まれる灰分を減

少させる技術(脱灰技術),石炭輸送法を改革する可能性のあ

るCWM(石炭･水スラリ技術)などを開発中である｡これら

の現状を本特集で紹介する｡

6.2 起電斗発電機

回転機での省資源,省エネルギーを実現する可能性のある

新技術として期待されるのが,回転機への超電導の応用であ

る｡超電導発電機は,界磁巻線に超電導線材を用いることに

よって,空隙に高磁束密度が得られるため,常電導機に比較

して小形化,高効率化が期待されるほか,更に同期リアクタ

ンスが大幅にブ成少するため,電力系統の安定度向上が期待で

きる特徴がある｡

日立製作所では昭和49年から自社開発に着手し,昭和58年

に50MVA超電導発電機を完成した｡現在運転研究を進めてい

るが,その概要について本特集で紹介する｡

6.3 システム新技術

省エネルギーが世界的な関心事となってから,回転電機,

静止機器を問わず,民生用,産業用のすべての機器の効率は

一段と向上した｡また,すべての生産プロセスの省エネルギー

化も推進され,製品のエネルギー原単位は大きく改善された｡

3
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生産プロセスでの省エネルギーに貢献しているのが,シス

テム技法の適用である｡日立製作所では顧客に協力して省エ

ネルギープロセスの実現に努めているが,併せて計算機制御

手法の開発をも進めている｡本特集ではその一例として,複

数のエネルギーを組み合わせて使用する生産70ロセスでの最

適制御手法について紹介する｡

l】 今後の展望

7.lエネルギー変換系からの考察

エネルギー技術は,天与のエネルギー資源(一次エネルギ

ー)を,我々の日常生活,社会活動で使用するエネルギー(二

次エネルギー)に変換する技術及びそれらの輸送･貯蔵に関

する技術である｡_エネルギー資源と二次エネルギーの変換関

係を図46)に示す｡

高度成長期に始まったクリーンなエネルギーの考え方は,

石油危機によって石油代替エネルギーとして取り上げられ,

自然エネルギー,石炭及び地熱利用技術などが新エネルギー

として新たな開発対象となっている｡これらのうち,自然及

び地熱エネルギーは賦布状態が地理的に異なるため,それぞ

れの地域に適したエネルギーが利用されるようになるであろう｡

一方,図4の右側に示した二次エネルギーの変換に関して

は,すべての変換系が同等の技術レベルの変換機器をもつま

でには至っていない｡今後の開発が期待されるものとして,

化学エネルギーから電気エネルギーへの変換を行なう燃料電

池,力学エネルギーから熱エネルギーへの変換を行なうヒー

トポンプなどが挙げられる｡いずれも既に開発が開始されて

いるが,将来の発展が望まれる｡

また,国4に示したエネルギー変換機器全体の問題として

新有機材料,セラミックスや超電導材料など新しい材料の適

用によって,完成の域にある変換機器の効率,寿命などが改

善される可能性が大きい｡材料開発による従来機器の特性改

良も今後の重要な方向である｡

7.2 政府の方針

昭和58年8月,通商産業省ではエネルギー政策の総点検を

実施し,今後のエネルギー政策の基本的な考え方として,

(1)セキュリティの確保,(2)エネルギーコストの低減及び(3)セ

キュリティとコストなどとの最適バランスの確保,の3点を
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図4 エネルギー変換系 エネルギー資源(一次エネルギー)の保有する

エネルギーは,右側の円内のエネルギーである｡ニれが変換機器で形態を変え.

使用日的にあったエネルギーに変換される｡

表l 昭和70年度における石油代替エネルギー供給目標 昭和58

年Il月18日閣議決定されたこの日標によれば.新燃料油,新エネルギーについ

てはその他の欄にあるように,昭和70年度には石油代替エネルギーの5.5%の

供給を目標としている｡

エネルギーの種類 昭和70年度供給目標 昭和57年度実練

石 炭 9′500万kJ 34.7% 7-200万kJ 48.7%

原 子 力 7,400万kJ 27.1% 2.670万kJ 柑.0%

天 然 ガ ス 6.柑0万kJ 22.3% 2′700万kJ 18.2%

水 力 2′500万kJ 9.1% 2′100万kJ 14.2%

地 熱 350万kJ l.3% 40万kJ 0.3%

そ の 他 l′500万kJ 5.5% 90万kJ 0.6%

合 計 2億7.000万kJ 100 % =意4.800万kJ IOO %

ラ主:単位(原油換算値)

考慮することを明らかにした｡この考え方に基づき,同年11

月に長期エネルギー需給見通しを策定,発表した｡新燃料油,

太陽エネルギーなどの新エネルギーに関しては,昭和57年度

実績が原油換算90万kH全体の0.2%)であったが,これを昭和

65年に800万kHl.7%),昭和70年度には1,900万kg(4%)と

することを目標に,政策を進めることを明らかにしている｡

また,表1に昭和58年11月18日に閣議決定された昭和70年度

における石油代替エネルギー目標を示す｡新エネルギー関係

はその他の項目にて示されるが,昭和70年度では石油代替エ

ネルギー中の5.5%が期待されている｡これは高い目標と考え

られるが,エネルギー関係の技術者は,この需要を創造でき

るような技術開発を進める必要があると思われる｡

団 結 言

昭和40年代の高度経済成長の時代から,第一二大･第二次石

油危機を経て,今日に至るまでのエネルギー事情の変化から

エネルギー新技術の開発が要請され,日立製作所でも÷れに

対処して,各種のエネルギー技術の開発を進めている状況に

ついて概説した｡

昭和58年8月及び11月の通商産業省絶合エネルギー調査会

によるエネルギー政策の総点検,及び長期エネルギー需給見

通しによって,今後の我が国エネルギー政策の方向が示され

たが,新燃料油,新エネルギーに関しては,中･長期的な経

済性についても十分評価しながら,計画的かつ重点的,効率

的に開発を進めることが期待されている｡

日立製作所はこの政J符の方針に沿って,今後ともエネルギ

ー機器メーカーとして技術開発を進め,エネルギー企業への

協力を通じて我が国のエネルギーの安定供給に貢献したいと

考えている｡

終わりに,今日までの技術開発に関して種々御指導をいた

だいた通商産業省工業技術院,新エネルギー総合開発機構,

地方自治体,電力会社,ガス会社などの関係各位に対し厚く

御礼申し上げる｡
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